






























































































































































































おり、課税対象から見ると、流転課税 (増値税、消費税、営業税、関税)、 所得課税 (企
業所得税、外商投資企業と外国企業の所得税、個人所得税、農業税)、 資源課税 (資源税、
都市土地使用税)、 財産課税 (不動産税、都市不動産税、車船使用税、車船使用ライセン











(農業税と牧業税)、 農業特産農業税 (略称は農業特産税)、 耕地占用税、契約税、相続税











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































199841    19994F    2000年
出典 :『安徽財政年鑑 (2004)』|こより作成。






C,1=(1+0,3尺1)恥0 C,r=(1+0.3沢′)Gん′_1  (チ>1)
上の式の中で、発0は1993年の第 ′地区の純「上劃収入Jで、C,1は1994年の第 ′地区の税
還付額、C,`(√>1)は1995年以降の第 ブ地区の税遠付額である (C,1は第 ι年の遠付基数






























△乳烈 欽れ 劇 =儀3×捨 ×鮪 =陣 ×緒 )△み



























)混のよ渕こ簡略化でき継 このと輌 税朔 額か勒 方の勝 率
狂=錦=咽響 )混
になる。しかし、
早 割響 Γ鴎 ―絆 ]割響 戸
1詩剖
さ引気響
<であるЩ 即 3×9×(響 )混=0勝か抗 つま嚇 鳳
地方の両税増額配分率の極限は0となる。すなわち、地方の両税増額配分率は0へ収束す
る。このようなことになる要因は、両税の増額から地方へ配分するとき、△GL′の増加率は
僻 αぽ で、耐 卵 蝉 い 0混より小さ急 い Tの ぽ岩辛寄
生
)混であ





























R 5年後の配分率 8年後の配分率 20年後の配分率 30年後の配分率
200/O 9.840/O 6.78% 1.530/O 0,44%
15% 11.340/0 8.510/O 2 70% 1,040/O
12.6% 12.170/O 9.530/0 3.580/O 1.580/O
5% 15.45% 13.95% 9.29% 6.620/O














れ 弘 岬 陽 削 捌 暢 住 膊 卜■ 解 ]はそれぞ周 騨 削 、
腿 付緬 限とする載 額
卜




より高そうに見える (表6参照)。 データの信憑性や各年の両税伸び率を不変 (すなわち
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